
養護 老人 ホーム和風 園 運営規程

第 1章 総 則

(目 的及 び方針 )

第 1条  この規程 は、社会福祉法人聖徳園 (以下「法人」という)が声屋市の指定管理者の指定を受け運

営する芦屋市立養護老人ホーム和風園 (以下「施設」という。)の運営及び利用について必要な事項

を定め、施設の円滑な運営を図ることを目的とする。

2  施設 は、入所者 の処遇 に関す る計画 (以 下 「処遇計画」 とい う)イこ基づ き、入所者

の意思及び人格 を尊重 し、常に入所者 の立場 に立って、社会復帰の促進及び 自立の

た めに必要な指導及 び訓練その他の援助 を行 うことによ り、入所者 がその有す る能

力 に応 じ自立 した 日常生活 を営む ことができるよ うにす るこ とを 目指す。

3  施設 は、明るく家庭的 な雰囲気 を有 し、地域や家庭 との結びつ きを重視 した運営

を行 い、市町村、保健・ 医療・福祉サー ビス との密接 な連携 に努 める。

(施 設 の名 称 等 )

第 2条   名 称及 び所在 地 は、次 の とお りとす る。

(1)名  称  芦屋 市 立養護 老人 ホー ム 和風 園

(2)所 在地 声屋 市朝 日ヶ丘町 39番 20号

(利 用 定員 )

第 2条  施 設 の利 用定員 は 30名 とす る。

2  施 設 の居 室数 は、 20室 とす る。

第 2章  職員及び職務分掌

(職 員 の 区分及 び定数 )

第 4条  施 設 に、次 の職 員 を置 く。

1名(1)施 設長

生活相 談員  1名(2)
2名 以上 (う ち 1名 は主任支援員 )支援員(3)

看 護 職 員   1名(4)        (事

務 員 と兼 務 )1名栄 養 士(5)
1名 (嘱 託 医 )医 師(6)
1名 (栄 養 士 と兼務 )事務員(7)        (委

託 )5名調 理員(8)



(職 務 の内容 )

第 5条  職員 の職務分掌 は、次の とお りとす る。

(1)施 設長

施設 の業務 を総括す る。施設長 に事故がある時は、あ らか じめ理事長 が定 めた

職員が施設長 の職務 を代行す る。

(2)生 活相談員

処遇計画の作成 、入退所 、生活相談及び援助 の計画立案、実施 に関す る業務 に

従事す る。

(3)支 援員

入所者 の 日常生活 の相談及び援助業務 に従事す る。

(4)看 護職員

医師の診療補助及び医師の指示 を受 けて入所者 の看護、施設 の保健衛 生業務 に

従事す る。

(5)栄 養士

給食管理、入所者 の栄養指導業務 に従事す る。

(6)医 師

入所者 の診療及び施設 の保健衛生の管理指導業務 に従事す る。

(7)事 務員

施設 の庶務及び経理事務 に従事す る。

(8)調 理員

栄養士の指示 を受 けて、調理業務 に従事す る。

2 職員毎の事務分掌及び 日常業務 の分担 については、施設長 が定める。

(会 議 )

第 6条 施設の円滑な運営を図るため、次の会議を設置する。

(1)職 員 会議  (2)処 遇 会議  (3)給 食 会議

会議の運営に必要な事項は、施設長が別に定める。

(研修による計画的な人材育成)

第 7条 施設は、適切な支援が提供できるよう職員の業務体制を整備するとともに、職員の資質の向上のた

めに、その研修の機会を確保しなければならない。

第 3章  費用の徴収

第 8条  措置に要する費用で入所者負担となる費用は、老人福祉法で定められている費用徴収基準に

基づき、市が月額により徴収する。

2  施設 は、次 に掲 げる費用 の支払いを入所者 か ら受 けることができる。

(1)入 所者 が選定す る特別 な食事の提供 を行 つた ことに伴 い、必要 とな る費用

(2)喫 茶利用代  150円 /杯
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(3)日 常 生活 等 において通 常必要 とな る もの に係 る費用 で あつて、入所者 に負担

させ る こ とが適 当 と認 め られ る もの

第 4章  運営 に関す る事項

(入 退所 )

第 9条  施設 は、 65歳 以上 の者 で環境 上 の理 由及 び経 済 的理 由に よ り、居 宅 において養

護 を受 け る こ とが困難 な者 を入所 させ て養護 す る。

2  施設 の入 所 は、措置 の実施機 関か らの委託 に よ り行 うもの とす る。

3  施設 は、入 所 予定者 の入所 に際 して は、入所者 の心身 の状況 、生活歴 及 び病歴等

の把握 に努 め る。

4  施設 は、入 所者 の心身 の状況及 び そ の置 かれ てい る環境等 に照 ら し、入所者 が居

宅 において 日常生活 を営む こ とがで き るか ど うか を検討す る。

5  前項 の検 討 に 当た つては、生活相 談員 、支援員 、看護職員等 の職員 の間で検討す

る。

6  次 の場合 は、実施機 関に連絡 し、退所 処置 を講 じる とともに、関係 者 に連 絡す る。

(1)入 所者 か ら退所 の 申出が あつた とき。

(2)入 所 者 が無 断 で退所 し、帰所 の見込 み がない とき。

(3)入 所者 が病 院等 に入 院 し 3ヶ 月 以上経過 した とき及 び 3ヶ 月以上 の期 間入

院 が見込 まれ る とき。

(4)入 所 者 が死 亡 した とき。

7  施設 は、入 所者 の心身 の状況及 び そ の置 かれ てい る環境等 に照 ら し、居 宅 におい

て 日常生活 を営む こ とがで き る と認 め られ る入 所者 に対 し、入所者 及 び その家族 の

希望 、入所 者 の退所 後 に置 かれ るこ と とな る生活環境 等 を勘案 し、入所者 の 円滑 な

退所 のた め に必 要 な援助 に努 め る。

8  施設 は、入 所 者 の退所後 も、必要 に応 じ、そ の入所者 及 びそ の家族 等 に対 す る相

談援助 を行 うとともに、適切 な援助 を行 う。

9  入所者 が死 亡 し、遺骨 の引取人 がい ない とき、施 設長 が代 わ つて これ を納 骨す る

もの とす る。

(処 遇計画の作成 )

第 10条  処遇計画 の作成 は、生活相談員 が行 う。

2  生活相談員 は、入所者 についてその心身の状況 、その置かれてい る環境、入所者

及びその家族 の希望等 を勘案 し、他 の職員 と協議 の上、処遇計画 を作成す る。

3  生活相談員 は、処遇計画 について、入所者 の処遇 の状況等 を勘案 し、必要 な見直

しを行 う。

(処 遇 の方針 )



第 11条  施設 は、入所者 について、入所者がその有す る能力 に応 じ自立 した 日常生活 を

営む ことができるよ うに、その心身の状況等 に応 じて、社会復帰の促進及び 自立の

ために必要な指導及び訓練その他 の援助 を適切 に行 う。

2  入所者 の処遇 は、処遇計画 に基づ き、漫然かつ画一的なもの とな らない よ う配慮

して行 う。

3  施設 の職員 は、入所者 の処遇 にあたっては、懇切丁寧 に行 うことを旨とし、入所

者又はその家族 に対 し、処遇上必要な事項 について、理解 しやすい よ うに説 明を行

う。

4  施設 は、入所者 の処遇 にあたっては、当該入所者又 は他 の入所者等の生命 又は身

体 を保護す るため緊急やむ を得 ない場合 を除き、身体的拘束その他入所者 の行動 を

制限す る行為 (以 下 「身体的拘束等」 とい う)を 行 わない。

5  施設 は、身体的拘束等 を行 う場合 には、その態様及び時間、その際の入所者 の心

身の状況並びに緊急やむ を得ない理 由を記録す る。

(相 談及 び援助 )

第 12条  施設 は、常 に入 所者 の心身 の状況 、その置 かれ てい る環境 等 の的確 な把握 に努

め、入所者 又 はそ の家族 に対 し、そ の相 談 に適切 に応 じる とともに、必要 な助 言 そ

の他 の援助 を行 う。

2  施設 は、入所者 に対 し、処遇 計画 に基づ き、 自立 した 日常生活 を営む た め に必要

な指導及 び訓練 そ の他 の援助 を行 う。

3  施設 は、要介護認 定 の 申請等 、入 所者 が 日常生活 を営む のに必要 な行 政機 関等 に

対す る手続 きにつ い て、そ の者 又 はその家族 におい て行 うこ とが 困難 で あ る場合 は、

当該入所者 の意 思 を踏 ま えて速や か に必 要 な支援 を行 う。

4  施設 は、常 に入所者 の家族 との連携 を図 る とともに、入所者 とそ の家族 との交流

等 の機 会 を確保 す る よ うに努 め る。

5  施設 は、入所者 の外 出の機 会 を確保 す るよ う努 め る。

6  施設 は、入所 者 に対 し、退所後 の地域 にお け る生活 を念頭 に置 きつつ 、 自立的 な

生活 に必要 な援助 を適切 に行 う。

7  施設 は、 1週 間 に 2回 以上 、入所者 を入浴 、又 は清拭 を行 う。

8  施設 は、教養 娯楽設備 等 を備 えるほか、適 宜 レク リエー シ ョン行 事 を行 う。

(食 事 の提供 )

第 13条  入所者 の食事は、栄養及び入所者 の身体 の状況 。嗜好 を考慮 した もの とし、適

切な時間に行 う。食事 の時間は、次の とお りとす る。

(1)朝 食  8時 00分 か ら

(2)昼 食  12時 00分 か ら

(3)夕 食  17時 00分 か ら

(居 宅介護 サ ー ビス等 の利 用 )



第 14条  施設 は、入 所者 が要介護状態等 にな った場 には、そ の心身 の状況及 び置 かれ て

い る環境 等 に応 じ、適切 に居 宅サー ビス等 を受 け るこ とが で き る よ う、必要 な措 置

を講 じる。

(健 康 管理 )

第 15条  施設 の 医師又 は看護職員 は、常 に入 所者 の健 康状況 に注意 し、必要 に応 じて健

康保 持 のた めの適 切 な措置 を とる。

2  施 設 は、年 2回以上の健康診断を実施する。

3  施 設 は、入 院及 び治療 を必要 とす る入 所者 のた めに、協力病 院等 を定 め る。

(入 所 者 の入 院期 間 中の取 り扱 い )

第 16条  施設 は、入 所者 が 医療機 関 に入 院す る必要 が生 じた場合 、入 院後 おおむ ね 3ヶ

月以 内の退 院 が 明 らか に見込 まれ る場 合 には、入所者及 び家族 の希望等 を勘案 して、

必要 に応 じて適 切 な便 宜 を供与す る と ともに、や む を得 ない事情 が あ る場合 を除 き、

退院後再び 当該施 設 に 円滑 に入所す る よ うに努 める。

(勤 務 体制 の確保等 )

第 17条  施設 は、入 所者 に対 して適切 な処遇 を提供 で き るよ う、職 員 の勤務 の体制 を定

め る。

2  施設 は、 当該 施 設 の職員 に よつて行 う。 ただ し、入所者 の処遇 に直接影 響 を及 ぼ

さない業務 につ い て は、 この限 りでは ない。

3  施設 は、職 員 の資質 向上 のた めに、 そ の研修 の機 会 を確保 す る。

第 5章  緊急時にお ける対応方法

(緊 急時の対応 )

第 18条  施設 の職員 は、入所者 に病状の急変 が生 じた場合やその他緊急 の事態が生 じた

場合 には、速や かに主治 医又はあ らか じめ施設 が定 めた協力 医療機 関への連絡 を行

うとともに、必要 な措置 を講 じる。

(事 故発 生時 の防止及 び発 生時 の対応 )

第 19条  施設 は、事故の発生又はその再発を防止するため、次に揚げる措置を講じなければならない。

(1)事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された事故の発生の防止のための

指針を整備すること。

(2)事故が発生した場合又はその危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が施設の管理者に報告さ

れるとともに、原因の分析の結果に基づき策定した改善策を職員に周知徹底する体制を整備すること。

(3)事故の発生の防止のための会議及び職員に対する研修を定期的に行 うこと。

(4)(1)か ら (3)ま での措置を適切に実施するための担当者(事故対策担当者)を設置すること



2  施設は入所者に対する支援により事故が発生した場合は、速やかに市や当該利用者の家族等に連絡

を行 うとともに、必要な措置を講じなければならない。

3  施設は、前項の事故の状況及び事故に際してとった処置について、記録 しなければならない。

4  施設は、入所者に対する支援により賠償すべき事故が発生した場合は、協議のうえ、速やかに損害

賠償を行わなければならない。

第 6章  非常災害対策

(非 常災害対策 )

第 20条  非 常災害 に備 えて、避難 、救 出、夜 間想 定 を含 めたそ の他必要 な訓練 を年 2回

以上実施す る。 ただ し、土砂 災害 に関 しては年 1回 以上訓練 を行 うこ と とす る。

2  消防法 に準拠 して、防災計画 を別 に定 める。

(事業継続計画の策定等)

第 21条 施設は、感染症や非常災害が発生した場合においても、入所者が継続 してケアを受けられ

るよう、養護老人ホームの事業を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開

を図るための計画 (以下「業務継続計画」という)を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措

置を講 じるものとする。

2 施設は職員に姑 し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に

(年 2回以上)実施するものとする。

3 施設は定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応 じて業務継続計画の変更を行 うものとす

る。

第 7章  その他施設運営に関す る事項

(虐 待防止 に関す る事項 )

第 22条  施設 は、虐待発生又 はその再発 を防止す るため、次の各号に掲 げる措置 を講 じ

るもの とす る。

(1)虐待 防上のための射策 を検討す る委員会 を定期的 に開催 し、その結果 について、

職員 に周知徹底 を図 る。

(2)虐 待防止 のための指針 を整備す る。

(3)職 員 に対 し、虐待 防止 のための研修 を定期的 に (年 2回 以上)実施す る。

(4)前 3号 に掲 げる措置 を適切 に実施す るための担 当者 を定 める。

2  施設 は、支援 中に、 当該施設職員又 は養護者 (入 所者 の家族等高齢者 を現 に養護

す る者 )に よる虐待 を受 けた と思われ る入所者 を発見 した場合 は、速や かに これ を

市町村 に通報す るもの とす る。



(人 格 の尊重 )

第 23条  施設 は 、 当該入所者 の意 思及 び人格 を尊重 し、 常 に入所者 の立場 に立 った支援

を提供 しな けれ ば な らない。

(定 員 の厳守 )

第 24条  施設 は、利用定員及び居室の定員 を超 えて運営 しない。 ただ し、災害その他特

別の事情が あ る場合 は、 この限 りではない。

(衛 生管理等 )

第 25条  施設 は、入所者 の使用す る食器 その他 の設備又 は飲用 に供す る水 について、衛

生的な管理 に努 め、又は衛生上必要 な措置 を講ず る とともに、医療 品及び医療用具

の管理 を適正 に行 う。

2 施設において感染症が発生、又まん延 しないように、次の各号に掲げる措置を講 じるものとする。

(ア )施設における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね 3ヶ

月に 1回以上開催するとともに、その結果について、職員に周知徹底を図る。

(イ )施設における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備する。

(ウ )施設において、職員に対 し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に

(年 2回以上)実施する。

(秘 密保持等 )

第 26条  施設 の職 員及び職員 であった者 は、正 当な理 由がな く、その業務上知 り得た入

所者又はその家族 の秘密 を漏 らしてはな らない。 また、秘密 を漏 らす こ とがない よ

う必要 な措置 を講 じる。

(苦 情処理 )

第 27条  施設 はそ の行 つた処遇 に関す る入所者及びその家族か らの苦情 に、迅速かつ適

切に対応す るために、苦情 を受 け付 けるための窓 口を設置す る。

2  施設 は、その行 つた処遇 に関 し、措置市町村か ら文書の提出・提示 の求 め、又は

措置市町村職員 か らの質問・照会 に応 じ、入所者 か らの苦情 に関す る調査 に協力す

る。措置市町村 か ら指導又は助言 を受 けた場合 は、当該指導又 は助言 に従 つて必要

な改善 を行 う。

(重 要事項 の掲示 )

第 28条  施設 は、 見やす い場所 に運 営規 定 の概 要 。職員 の勤務 体制 。協力病 院・ 利 用料

その他 のサー ビス の選 択 に資す る と認 め られ る重要事項 を掲示す る。

(地 域 との連携 )

第 29条  施設 の運 営 にあた つては、地域住 民又 は住 民 の活 動 との連携や 協力 を行 うな ど、

地域 との交流 に努 め る。



(反 社会的勢力等 の影響の排除 )

第 30条  施設 は、その運営 について、反社会的勢力等 の支配 を受 けてはな らない。

(職 場 にお けるハ ラスメン トの防止 )

第 31条  施設 は、適切 なサー ビスの提供 を確保す る観点か ら、職場 において行 われ る性

的な言動又は優越的 な関係 を背景 とした言動 であつて業務上必要かつ相 当な範 囲

を超 えた ものによ り職員 の就業環境 が害 され ることを防止す るための方針 の明確

化 な どの必要 な措置 を講 じる。

(記 録の整備 )

第 32条  施設 は、職員 。設備及び会計 に関す る諸記録 を整備す る。

2  施設 は、入所者 に射す る施設サー ビスの提供 に関す る諸記録 を整備 し、その完結

日か ら 5年 間保存す る。

(法 令 との関係 )

第 33条  この規 定 に定 めのない こ とについ ては、老人福祉 法並 び に厚 生労働省 令 等 の定

め る ところに よる。

附 則

この告示 は、平成 20年 4月 1日 か ら施行 す る。

この規程 は、令和  3年 4月 1日 か ら施 行す る。

この規程 は、令和  6年 4月 1日 か ら施行 す る。


